
こどもみらい部における平成28年度の主な施策一覧（新規・拡充事業）

№ 事業名 事業内容 予算額（円） 新規/拡充 担当課

1
子育てコンシェルジュ
サービス事業費

　市内７地区保健福祉センターに「子育てコンシェルジュ相談窓口」を設置し、このう
ち、「平」、「小名浜」、「勿来・田人」、「常磐・遠野」、「内郷・好間・三和」の５地区保健
福祉センターに、その業務を専任で担当する「子育てコンシェルジュ」を１名配置し、教
育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供を行うとともに、教育・保育関係
機関との連絡調整等を実施するもの。
　これに加えて、子育て関連情報を集約した子育て冊子の作成や、平成28年２月１日
から開設した「いわき子ども・子育て支援サイト」の運営を行うもの。

　○専任職員の配置：４人⇒５人（拡充）
　○子ども・子育て支援サイトの運営（継続）
　○子育て関連冊子の作成（新規）

16,402,000 拡充 こどもみらい課

2
地域型保育事業費
（子育て支援員研修）

　家庭的保育などの地域型保育事業や利用者支援事業などについて、これらの支援
の担い手（子育て支援員）となる人材を確保するため、地域において子育て支援の仕
事に関心を持ち、子育て支援分野の各事業等に従事することを希望する者に対し、多
様な子育て支援分野に関して必要となる知識や技能等を修得するため、資質の確保
を図ることを目的として実施するもの。

　○実施予定研修
　　・　基本研修（継続）：８科目・８時間
　　・　専門研修（地域子育て支援コース）（継続）：9科目・24時間
　　・　　　〃　　 （地域保育コース）（継続）：18科目・20時間+2日
　　　※　これらに加え、新たな研修制度を実施する予定。

6,267,000 拡充 こどもみらい課

3
認定こども園整備事業
費補助金

　「認定こども園施設整備交付金（文科省）」、「安心こども基金特別対策事業補助金
（原資は厚労省）」や「復興交付金」を財源の一部として、私立幼稚園や保育所が行う
認定こども園化のための施設整備等の費用の一部を補助するもの。

○認定こども園整備数
　　H27年度：２か所　⇒　H28年度：７か所

1,522,525,000 拡充 こどもみらい課
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4

幼稚園管理費
臨時経費分
（市立幼稚園エアコン設
置）

　近年の猛暑により、園児が体調不良を訴える事例が生じていることや、ＷＢＧＴ（暑さ
指数）を測定すると、厳重警戒以上を示す園が多いこと、また、ＰＴＡ連絡協議会から
もエアコン設置の要望書が提出されていることなどから、教育環境の向上を図るため、
市内の市立幼稚園にエアコンを設置する。

　○設置個所：市立幼稚園16園（エアコン設置済みの磐崎幼稚園及び平成28年度
から休止予定の内町幼稚園除く）

92,700,000 新規 こどもみらい課

5
放課後児童健全育成
事業

　小学校に就学している児童であって、その保護者が労働等により昼間家庭にいない
ものにつき、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊び及び生活が
可能となるよう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣
の確立等を図り、もって当該児童の健全な育成を図ることを目的として、放課後児童
健全育成事業を行うもの。
　○実施箇所
　　　H27年度：46か所　⇒　H28年度：51か所

407,820,000 拡充 こども支援課

6
放課後児童健全育成
事業施設整備費

　放課後児童健全育成事業を実施するための施設を整備するもの。

　○整備施設数：３施設
68,321,000 拡充 こども支援課
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7
実費徴収に係る補足給
付を行う事業

　子ども・子育て支援法の規定により、支給認定保護者が支払うべき給食費、教材
費、行事費その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用について、低所得
者世帯を対象に費用の一部を市が助成するもの。

2,520,000 新規 こども支援課

8
いのちを育む教育推進
事業

　幼少期から中高生を対象に、いのちの大切さを普及啓発することにより、多様化する
思春期の課題に対応するとともに、子ども自身の適齢な出産時期など、将来の自身の
姿を描きやすいよう支援する。
　・いのちを育む教育推進協議会の開催
　・思春期保健セミナーの開催　等

441,000 新規 こども家庭課


